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研究成果の概要（和文）：  日本では教育機会確保法の施行から、適応指導教室、不登校特例校および夜間中学
校、そしてフリースクールなどが不登校や不適応がある生徒の受入先を確保してきた。これらの施設を訪問調査
してきた。日本における不登校、中途退学のリスク要因そして、介入や補償教育のあり方について意見交換をす
ることができた。この知見を、ヨーロッパに広げて、イギリス、ドイツやフランスにおける状況を調査した。コ
ロナの影響を受けつつも、日本より早くアフターコロナ社会に戻りつつあるため、コロナ以前の早期離学状況か
ら改善が海外ではみられている。EUにおいては、この間で2％以上の数値上の改善もみられ、概ね、政策の効果
がみられる。

研究成果の概要（英文）：In Japan, since the implementation of the Law for Securing Educational 
Opportunities (2016), adjustment classes, special schools for maladjusted or absentee and night 
junior high schools, as well as free schools, have provided places for students who have a special 
needs education. These facilities have been visited and surveyed. They were able to exchange views 
on the risk factors for truancy and dropout in Japan and the nature of prevention, intervention and 
compensatory education. This knowledge has been extended to Europe to investigate the situation in 
the UK, Germany and France. In the EU, there has been a numerical improvement of more than 2% over 
this period, indicating that the policies have generally been effective.
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
日本における不登校は近年上昇傾向にあり、学齢期においても30万にを超え、隠れ不登校と呼ばれる保健室登校
を含めると40万人以上と言われている。こうした学校に不適応を起こしている児童生徒は、海外にもみられるた
め、海外における予防、介入、補償プログラムを視察し、日本の学校現場や行政官と意見交換を行うことは意義
があると考える。オンラインを使用した海外の受入先の教員と日本の学校の教員の交流セミナーを実施したり、
海外から教員を招へいし、日本の学校視察を通した交流を実施したことは学術的にも社会的にも意義のある活動
であった。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 
日本では特に、2016 年以降の教育機会確保法の施行から、適応指導教室、不登校特例校およ
び夜間中学校、そしてフリースクールなどが不登校や学校に不適応がある生徒の受入れ先を拡
大してきた。しかし、この間に不登校者数は増えている。また中途退学者数も微増であり、同時
に通信制高校への転校者数が大幅に増えているように、学齢期後の不登校、進路変更、中途退学
者が急増している。あるいは、教育病理と呼ばれる、いじめ、自死などの件数が増えている。本
研究では、これらの受入施設の訪問調査を通じて、日本における不登校、中途退学のリスク要因
そして、介入や補償教育のあり方について、ヨーロッパ（イギリス、ドイツ、フランス）との比
較から対応策や学術研究のあり方について探究することに意義があると考えた。 
またコロナの影響やデジタル教育についても、日本より早くアフターコロナ社会に戻りつつ
あるため、コロナ以前の早期離学状況について考察することも心掛けた。 
 他方で、ドイツのような早期分岐型教育制度や、イギリスやフランスの総合型教育制度の違い、
あるいは、日本と同じドイツの就学義務制度とイギリスとフランスのようにフリースクール・ホ
ームスクールを認める教育義務制度との違いなどについても検討を行うことで、日本における
不登校の受入先としてフリースクールやホームスクールの検討も視野にいれてみた。 
 以上を踏まえた早期離学の日欧における共通課題を見出すことで、より現場に近い課題を訪
問調査から析出し、国際比較の観点から公教育の課題と若者の進路選択の課題に迫ろうとする
研究を目指した。 
 
 
２．研究の目的 
 
 本研究は、日本と欧州の一部の国における早期離学や不登校の課題について、異同点を明らか
にすることにある。日本における不登校や中途退学の課題について学校現場及び教育行政官は
どのように受け止め、どのような対応を検討しているか聞き取りを行い、同様のことを欧州のフ
ランス、ドイツ、イギリスで実施し、比較考察を行うことが目的である。 
 
３．研究の方法 
 
 主に、文献と訪問調査による。文献としては EU および各国の政策文書と二次資料として学術
書を扱った。訪問調査として学校、教育委員会を対象にインタビュー及び観察を行った。 
 
４．研究成果 
 
日本では特に、2016 年以降の教育機会確保法の施行から、適応指導教室、不登校特例校およ
び夜間中学校、そしてフリースクールなどが形式卒業、不登校や学校に不適応がある生徒の受入
れ先を確保してきた。本科研期間中には、これらの受入れ施設が拡大したため、これらの施設の
古く伝統のあるところと、新設機関を訪問調査してきた。 
この訪問調査を通じて、日本における不登校、不適応、中途退学のリスク要因そして、予防、
介入や補償教育のあり方について意見交換を現場サイドおよび研究者とすることができた。こ
の知見を、ヨーロッパに広げて、イギリス、ドイツやフランスにおける状況を調査した。コロナ
中はオンラインなどを利用することで、調査を継続する工夫を行った。とはいえ、コロナ後の社
会的な混乱、公共機関の長期にわたるストライキなども生じたため、現地調査は十分実施できな
かった。特に学校調査による、生徒や教師の通常の姿を観察することは難しかった。ほぼ 2年間
中断せざるを得ない状況が続いた。二次資料としての学術成果においても、出版の遅れが欧州各
国でみられた点においても、文献研究に遅れがでた。 
それでもコロナの影響を受けつつも、日本より早くアフターコロナ社会に戻りつつあったヨ
ーロッパでは、コロナ以前の早期離学状況から改善が EU 平均値ではみられている。フランスに
おいては、この 3年間で 2％以上の数値上の改善もみられ、概ね、早期離学状況は改善され、政
策の効果があると考えられる。コロナの影響は、デジタル教育の普及拡大による成果もみられた。
この点は、教師の働き方においても一定の成果がみられ、個別ニーズに対する支援がより普及し
たり、教え方の転換が進んだとされている。他方で、サイバーハラスメントなど深刻な課題も浮
上したことも事実であり、一定の期間、今後も不登校、中途退学等の早期離学リスクは消えない
と考えるべきである。あるいは、進路指導におけるリモートワークの普及による、将来の働き方
の多様性を含め、学校に通学することの難しい生徒にとっての利便性を促進する学び方と就労
に向けた指導が期待されている。 
 ドイツでは、日本同様に就学義務制度のため、また早期分岐型教育制度もあり、隠れた不登校、
欠席児童生徒の問題や、不本意な進路選択の事実が訪問調査から聞かれ、数値には見えない隠れ



た課題として早期離学問題に対する政策関心あるいは現場の教員の関心があることが確認でき
た。進路指導担当の教員の対応にみる苦慮は、今後の課題として継続調査が必要と考える。なお、
フランス以上に多くの移民を迎え入れたドイツでは、2015 年の欧州難民危機の影響がみられ、
最近のウクライナ難民においても、後期中等教育段階における受入への対応に課題が見いださ
れた。またコロナの影響から、ホームスクールを認めるかどうかなど、多様な学び方を国民的な
議論とするなど、就学義務制度の伝統を再度検討する機会を与えている。こうした背景を通して、
ドイツの早期離学率は上昇傾向にある。 
イギリスは、EU 離脱後、EU の早期離学とは異なるデータ指標を使用していて、NEET に対する
取り組みが行われていた。学齢後の若者支援および就労支援に重点が置かれている。同時に、コ
ロナの影響を受け、生徒以上に、教師の働き方（リモートワークの推進）がみられ、教師不足に
拍車をかけている状況がある。そのため、データバンクの整備に力を入れ、生徒の心境の変化を
丁寧に追跡し、日々対応を行うためのメンターの存在など、分業体制がとられていた。こうした
ことが、早期離学者・NEET の予防、介入となるのかは、もう少し追跡調査が必要であるが、デー
タサイエンスの活用という点では、フランス、ドイツよりも進んでいることが明らかとなった。 
同時に大陸と異なって、教育産業の充実がみられ、NEET のための教育訓練機関の充実もみられ
た。こうした公営代替教育施設（Alternative Provision）の整備と予算規模には圧倒されるも
のがある。その成果については、他の国と比べても NEET の数値は高いことから、慎重にならな
いといけないが、教育と福祉政策の連携、充実度を示す取り組みとして評価できる。 
 くわえて上記 3 か国とも、特に近年の教師の社会的地位の低下や働き方にも応じた実態と対
策を明らかにしている点で、管理職、教師が生徒を取り巻く学校の環境改善に多くの示唆を 3か
国の共通点として日本の参考になる。教育と福祉・医療を連携させ、多くの専門家（ソーシャル
ワーカー、心理カウンセラー、精神科医など）を取り込む形で若者の居場所を確保することは日
本がもっとも学ばないといけない点だろう。学業や職業訓練に戻す前に、必要なケア（心理だけ
ではなく、衣食住という基本的な権利）を公的に無償で提供することは就労への移行期間に必要
な時間と言える。 
 以上を踏まえ、早期離学の日欧における共通課題を見出すことが可能である。今後はより現場
における課題を訪問調査から析出し、国際比較の観点から公教育の課題全般へとひろげ、若者の
進路選択の課題、特にポストコロナ後の働き方、生活のあり方と就労への水路付けとして検討し
ていく必要がある。日本の高卒の就職率が高い一方で、離職率に課題があるため、学校から労働
への移行に課題があることに変わりはない。その意味でも、進路指導における働き方に対する理
解を広めることの大切さ、日本型雇用の今後の進展を見据えた転職対策など、欧米の後期中等教
育におけるキャリアガイダンス等に学ぶことも重要となる。早期離学の予防、介入、補償として
の受入先の機会保障に加えた質的な保証に向けた、教育の内容面や方法について今後は検証す
る必要がある。 
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